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人口成長率と利潤率
一 長 島教授 のシ ミュレー ションに関す る研 究 ノー トー

中 谷 武

人口成長率の変化が利潤率に及ぼす影響を2部 門経済で資本の自由な部門間移動

を考慮 して検討す る。 この問題 は欧米で は自然価 格の安定性 の問題(graVitation

problem)と して論 じられてきたが,こ れを初めて実質賃金率 を内生化 して論 じた

置塩(1997)で は,人 口成長率の低下 は利潤率 を引き下げると主張 したのに対 して,

長 島(2005)は 逆 に人口成長率の低下 は利潤率 を引き上 げることを類似のシミュレ

ーションによ って示 した。両者の違いは賃金関数の設定 にあるが,本 稿では,定 常

均衡の検討を通 じて両者を比較 し,人 口成長率 と利潤率の関係を検討する。

キーワー ド 競争,均 等利潤率,人 口成長

1は じ め に

人口成長率は利潤率にどのような影響を与えるのか。代表的なソロー型の成長理論では利

潤率は資本の成長率 に一致 し,そ れは技術進歩率 と人口成長率の和に等 しい。従って,他 の

条件に して変化がなければ,人 口成長率の減少は利潤率を引き下げるように作用するはずで

ある。 しか し,こ れは新古典派的な経済成長経路上で得 られる結果であり,複 数の部門を仮

定 し,部 門間の資本移動や独自の投資行動を考慮 した不均衡動学過程の分析か ら得 られたわ

けではない。 これを不均衡動学の問題 として扱い,資 本制経済の経済成長 と循環経路を分析

した最近の研究に長島(2005)(2006)が ある。そこでは,置 塩(1997),okishio(2000)と,

モデルは似ているが大き く異なる結果が示 されている。すなわち,2部 門の競争的経済モデ

ルが長期的に利潤率を均等化させる生産価格体系を実現することを仮定 した場合 に,置 塩は

人口成長率の増大が利潤率を上昇させると主張 したのに対 して,長 島は逆に人 口成長率の増

大が利潤率を引き下げることを数値シ ミュレーションで示 した。本稿の 目的は両者の違いが

どのような要因に起因するかを問題として,そ れに関わって一定の追加的な検討 を行うこと

である。

長島(2005)も 指摘するように,両 者のモデルの違いは,賃 金決定式の相違にある。置塩

(1997)で は労働者は予想物価の下で最適な労働供給を行い,そ れが労働需要 と一致するよ

うな賃金率を想定するが,長 島(2005)で は一定の賃金率を基準に して,労 働需給に反応 し
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て変化する調整型の賃金関数を想定する。それ以外の両者に共通するモデルの主な特徴は,

①利潤率格差に反応 して自由に資本が移動すること,② 財供給に関する生産期間の明示,③

価格による完全な需給調整,等 である。

この問題は競争的な経済で人口が減少する場合に,利 潤率がいかなる水準に行き着 くのか

という現代的な重要性を持つ研究課題である。以下本稿では,置 塩(1997)が 示 している人

口成長率 と利潤率のプラスの関係は定常均衡において一般的に成 り立つこと,次 に,長 島モ

デルの定常均衡は利潤率 と成長率が共にゼロとなる定常均衡に限定 されること,従 ってプラ

スの人口成長率の下でも構造パラメータが均衡への収束性を満たす場合には,一 般に利潤率

の低下が生 じることを示す。これらは,両 者の結論を定性的に確認する作業である。その上

で,長 島モデルの調整型賃金決定を一部修正 したモデルで人口成長率 と利潤率が正の関係を

持つことを示す。

2問 題 の 背 景

資本の自由な競争が利潤率の均等化をもたらす という考えは古典派経済学の共通理解であ

った。 しかし,競 争の結果,行 き着 く利潤率の水準については異論がある。ス ミスは,競 争

は利潤を消滅させると考えたが,リ カー ドやマルクスは,競 争は利潤率の部門間格差は解消

するが,正 常な資本制経済では正の利潤率が実現すると考えた。周知のように,シ ュンペー

ターは後にイノベーションが途絶えた場合,競 争過程は利潤を消滅させるとして,こ の点で

ス ミスを支持 した。その後,長 くこの問題が議論 されることはなかったが,戦 後,自 然価格

の安定性 としてこの問題の本格的な検討が開始 されるが,そ のひとつが置塩(1961)で ある。

置塩は利潤率格差に対する諸価格の変動 と実質賃金率の要求水準か らの乖離による名 目賃金

率の運動を定式化 して,自 然価格の収束性,均 等利潤率成立の条件を検討 した。 しかし,そ

れは実物面 と価格面を二分 した価格,賃 金のみの動学分析である点で問題を残 しており,後

になって置塩自身,ハ ロッド的不安定性に関する研究を進め,不 均衡の累積運動を考慮 しな

い1961年 の論文を撤回 した(置 塩 「現代経済学』p.145)。 この問題は,古 典派経済学の均

等利潤率,自 然価格あるいは生産価格の成立を問うという経済学の基本問題であるが,そ の

後研究は途絶える。

80年 代半ばにな って,Nikaido(1983)(1985),Steedman(1984),Dum6nilandL6Vy(1987)

等によって,欧 米ではgravitationproblemと して,再 び注 目を集めるようになる。Nikaido

(1985)は,高 利潤を求める資本の部門間移動や産出量,価 格,利 潤率の相互作用に考慮を

払いなが ら,不 均衡動学経路が均等利潤率を成立させるか否かを,資 本財部門と消費財部門

の2部 門モデルを用いて検討 した。結果はいわゆる資本の有機的構成(organiccomposition

ofcapital)に 依存 して,均 等利潤率命題は一般的に成立す る命題ではないことが明 らかにさ
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れた。すなわち,消 費財部門の方が資本財部門に比較 して資本の有機的構成が高い場合は均

等利潤率に収束するが,逆 に資本財部門の方が消費財部門に比 して有機的構成が高い場合に

は収束命題は成 り立たない。また,価 格,賃 金を超過需要に対応 させ,生 産を利潤率の格差

に対応させる古典派的な交差調整が不安定な循環運動を示すことも明らかにされ,こ の問題

は依然未解決な問題 として残されている。以上か ら言えることは,自 然価格が市場価格の変
1)

動の重心としての役割を担うことを一般的に証明するのは困難であるということであった。

しか し,こ れらの検討は欠点を持っていた。それは,第 一 に,資 本が移動する不均衡過程

の中で実質賃金率自体が変動する可能性を考えなかったことである。実質賃金率バスケ ット

は当初から一定 と仮定され,従 って,利 潤率格差の解消は直 ちに正の均等利潤率の成立を意

味することになっていた。 しかし,名 目賃金率の変動 と価格変動は,当 然,実 質賃金率の変

動でもあ り,そ の結果,た とえ利潤率格差が解消 して も,正 の利潤率が実現する保証はない。

もうひとつの問題はセイ法則が仮定 され,企 業の投資行動が明示的に考察 されなかった点で

ある。以上を考慮 した研究が置塩(1997),Okishio(2000),Nakatani(2001)で 行われた。

検討の結果は,均 等利潤率への収束性 については一般的な論証 は困難であ り,不 均衡の累積

性が存在すること,し か し,投 資需要の利潤率に対する反応係数や労働供給の賃金率に対す

る反応係数があまり大きくない下では動学経路は利潤率が均等化する定常均衡に収束するこ

と,し か し収束先の利潤率はゼロであり,リ カー ドやマル クス等の古典派が考えた正の利潤

率 と生産価格(自 然価格)の 均衡状態が一般的に成立するわけではない。 さらに,(1)労 働供

給が毎期増大す る場合,(2)独 立需要が存在する場合,(3肢 術進歩の絶えざる導入,の3つ の

ケースでは収束先の均等利潤率が正になることが,数 値 シミュレー ションによって明らかに

された。以上の分析では,生 産期間の存在が明示的に考慮 されていること,労 働市場を含む

各商品市場の需給は諸価格の調整によって均衡すること,資 本 はより高い利潤率を求めて部

門間を自由に移動することが仮定 されてお り,従 来の古典派の経済モデルの特徴が保持され

ている。従 って,競 争が支配する資本制経済で,正 の利潤率を維持するには,人 口の継続的

増大,独 立需要の存在,技 術革新のいずれかが必要となる。

この置塩の主張に対 して,長 島(2005)は 反例を示 した。それは,人 口増加率 と利潤率の

関係についてである。置塩は人口増加率の増大は利潤率にプラスに作用すると主張したのに

対 して,'長 島(2005)で は逆 にマイナスを主張する。この点は人口減少経済に突入する現代

経済にとって重要な論点であるので,本 稿ではこの違いがなぜ生 じるかを検討することを課

題 とする。

3両 者 の シミュ レー シ ョンモデ ル

長島モデルは賃金決定式を除 くと置塩モデルと同一である。共通の前提は,(1)生 産財,消
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費財 の2部 門経済,(2)生 産 期 間の存在,(3)名 目投 資額が利潤率 に反応す る,(4)価 格 は需給 を

一致 させ るよ うに競 争的 に決 ま る
,と いう前提 であ る。生産財部 門を第1部 門,消 費財部 門

を第2部 門,生 産 額をX,(i=1,2以 下 同様),名 目投 資額 をM,,利 潤 率 をri,資 本 をK,,価

格 をP,,雇 用 量 をL,,労 働 供給量 をN,名 目賃金率 を ω と書 き,右 肩 のtで 時 点を表す と,

モ デルは次の よ うに書 ける。

Xl=α`昭(1)

1レ11=(1十 ρ71『1)1匠「1(2)

M{+Ml(3)Pl
=
X{

Ki・+1=M`/1){(4)

五1+1=β1(1+1(5)

が一晩+・{五睾 劉 一磁}

ω`(ム{+1十LS+1)Pi
=

Xl

(6)

(7)

・1-P{輪 一1(・)

ハr'=(1十n)Nt-1(9)

資本は一期で消耗 される原材料であ り,投 資は来期の生産のために今期に手当てしなけれ

ばな らない原材料である。今期の投資額を,前 期の利潤率の大きさに反応 させて,前 期の価

格で測 って必要な名 目投資額を決めるのが(2)式,こ こでρは利潤率に対する反応係数で

ある。前期の利潤率が正である限 り,今 期の投資額 は前期の投資額を名 目額で上回る。 しか

し,実 際の投資の実質量がどのように決まるかは,今 期の市場価格に依存する((4)式)。

今期の市場価格が前期に比 して上昇すれば,実 際の投資量は意図 した量を下回る。今期の生

産量は,1期 間の生産期間が存在するので,前 期の実質投資量 によって決まっているので,

価格によって調整されるのは実質需要の側である((3)式)。 消費財 も同様に生産量は1期

前に確定 しており,賃 金総額の全額が消費されるという想定の下で,需 給を一致 させるよう

に消費財価格は決まる((7)式)。 雇用係数と資本係数は固定 している((1)(5)式)。(8)

式は利潤率の定義式で,賃 金の前払いが仮定 されている。労働供給は一定率 πで変化する

((9)式)。 以上は,置 塩(1997)と 長島(2005)の モデルに共通する。異なるのは賃金を

決める(6)式 であり,雇 用率の大 きさに反応 して名目賃金率が調整されるのが長島モデルの

賃金関数である。 この式は置塩(1997)で は
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〃-P`β(L箒鰐h〉 ・(1・)

P5==P昌 一i+E(Pl-i-P5-1)E>0(11)

と な ってい る。(10)式 の 解 釈 は,労 働 力人 口と予想実 質賃 金率 に依存 す る計 画労 働供給 量

(湯 距 と企業の労働需要貯+鋤 ・一致するように・名目賃金率が決まる・と

であ り,計 画労働供給量が企業の労働需要量に一致するという意味では主体均衡を満た して

いる。この意味で,(10)式 で決まる賃金率を均衡賃金率 と呼んでおこう。 しか し,均 衡の意

味は予想価格 に基づいて決まる計画労働供給量について需給が均衡するという意味であり,

現実には消費財の市場価格 は予想値から乖離 し,労 働市場には超過需要あるいは超過供給が

生 じている。つま り,消 費財価格が予想を上回れば予想実質賃金率は現実の実質賃金率を上

回り,計 画労働供給量が企業の労働需要量を上回る結果,労 働の超過供給,し たがって失業

が発生 している。

4定 常均衡への収束と利潤率

まず,定 常均衡を両部門の利潤率が互いに等 しく一定 となり,ま た価格期待値が現実値に

等 しい状態と定義 しよう。

【定常 均衡の定義 】ri=rS=r'一 定,Pl=Pl

非線形モデルであるため,任 意の初期値から定常均衡に収束す るか否かの一般的な検討は

困難である。そこで置塩(1997)と 長島(2005)は いずれもシ ミュレーションによって,投

資関数の反応係数 ρが小 さい,均 衡賃金率の雇用率に関する弾力性 んあるいは適応的賃金

予想の反応係数 αが小さい場合には,利 潤率 鈴は循環運動を行いなが ら,利 潤率が一定 と

なる定常均衡に収束することを示 した。

置塩(1997)は,(10)(11)の 均衡賃金率の場合について,人 口成長率は定常均衡の利潤率

にプラスの影響を与えることをシミュレーションで示 した。 この点は,一 般的に確認するこ

とが出来 る。

【命題1】 均衡賃金率の仮定の下で,人 口成長率が増大(減 少)す ると,定 常均衡の利潤率

は上昇(下 落)す る。

【証明】(1)(2)(4)(5)を 用いて(3)(7)(8)を 書き直す と,定 常均衡では以下の諸式が

成 り立っ。

aiKi=Kl+1+Kl+1(12)



38 第195巻 第3号

q6a2KS=β,K{+1+β2K6+1(13)

aiql=(1+〆)(qf+β1)
.(14)

a2q5=(1+〆)(qf+β2)(15)

PfK{+1=(1十 ρゲ)Pl-iK{(16)

P{KS+1=(1十 ρ〆)P{-iKl(17)

ql-B(β'K{+響+1)h(18)

Nt=(1十n)Nt-](19)

こ こ で,qi=Pi/w(i=1,2)で あ る。 定常均 衡 では(14)(15)よ りq;従 ってqEも 一 定値 を取

ることが分 か る(以 下,定 常均衡 を示 す*は 省略)。 その とき,(16)(17)か ら

Kl-iK蓋

ラ華=アT:=λ(20)

となって,両 部門の資本比率 λも一定となる。 さらに(13)を(18)に 代入すると

q2-B(q・a・S5;i)h(21)

とな るか ら1+gl=Kl/Kl-i(i=1,2)と 定 義す る と,N,K, ,K2は い ずれ も同率nで 成長 す

る ことが分 かる。

gf==gS=9=n(22)

そ の とき(12)(13)を 書 き直す と

α且=(1十n)(1十 λ)(23)

a2λq2=(1+n)(β1+β2λ)(24)

(14)(15)(23)(24)よ り

r=nλ=・ β,/ql ,(25)

は ひ とつの解 であ ることが分 か る。 これ が有意 味 な唯一 の解で あるこ とも次の ように して知

られ る。 部 門比 率 λは(23)よ り求 ま り,消 費財価 格で 測 った実 質賃金 率 の逆 数(支 配労 働

量)q2も(24)で 決 まる。 その とき(14)(15)か ら

f(ql)=aiqそ+(aiβ2-a2q2)qi一 α2q2βi==O(26)

と な り,図1の よ うに正値 を とる唯一 の均衡 値qiが 存在 す る。従 って,(25)は 唯一 の定 常

解 であ る。Q.E.D.

ま た,こ の とき次 の ことが示せ る。

【命題2】 均衡賃 金率 を想定 した定 常均衡 で は,人 口成長 率nが 増大(減 少)す る乏,資

本比率 λ=K,/K,は 低 下(上 昇)す る。 また,支 配労働量qi==A/w,q2=P,/wは 共 に増 大
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(減少)し,雇 用率は上昇(低 下)す る。均衡経路上の両部門価格 と名 目賃金率の変化率 ∫3
2)

は,ρ 〉(=<)1に 対 応 してdP/dn>(=<)0と な る。

【証 明略】

以上のように均衡賃金率を想定 したとき,定 常均衡の利潤率は人口成長率に等 しい。人口

成長率が減少すると当然利潤率 も低下する。 しか し,(6)式 のような適合的期待による賃金

決定を想定すると,人 口成長率の低下は利潤率を引き上げるように作用す ることを長島(20

05)は 主張する。

5長 島モデルの均衡

長島の数値例を論 じる前 に,そ のモデルの定常均衡を検討 しておこう。

【命題3】 長 島モ デル の定 常均衡 は人 口成長率 がゼ ロの場合 にのみ存在す る。

【証 明】定常 均衡 を前 と同様 に定 義す ると,(14)(15)か ら両部 門 の支 配労 働量 は毎期 一定

ql=qi,σ1=σ2,ま た(16)(17)か ら両部 門の資本 ス トック も毎 期一定 λ'=Z,従 ってgf=gS=

gtと な る ことが分か る。 その とき(12)(13)は

a1==(1十gt)(1十 λ)(27)

a2λq2=・(1+9')(β1+β2λ)(28)

と書 き直 す ことが出来 るか ら,両 部門 の成長 率 も毎 期一定 値(gt=g)で な ければ な らな い。

(14)(15)及 び(27)(28)か ら λ,ql,q2を 消 去す ると
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(x-y)(βia子 一(α1-x)(al-Y)(β1一 β2))=0(29)

を得 る。 ただ し,x=1+r,y=1+gで あ る。 命題1で 示 した よ うに,こ こで経 済的 に有意

味 な(正 の価 格 を与 え る)利 潤率 はr=gの 場 合 のみ であ る。 均衡 では価格 と賃金率 は一定

率 で変 化す る(倉=拷=の`こ れ を,15'と 書 こ う)が,(16)か ら

(1十P,)(1十g)=1十 ρr(30)

と な るか ら,諸 価格 と賃金率 は毎期一定率 で変化す る(15t..,15)。(6)よ りwの 変化率 は

許 慧 躍)一 ・(・一.鴇γ)但 しゴー鮒 詩鯉

こ れ か ら

xt-cゴ ー』D但 しD=(1-c)(es一 ωs/a)

従 っ て,∬ の 一 般 解 は

c=1な ら ば,wt=xe

・≠1な ・・i… 一(D灘O-1 -c)ct+19c

と な る。持 続可能 で あ るため には雇用率 ∬は一定 の範 囲にな けれ ばな らない。 その ため に

はc≦1が 必要 で あるが,c<1の 場 合 はxは1)/(1-c)に,賃 金率は ゼ ロに収束 し,持 続性

を持 たな い。 従 って,c=1で な けれ ばな らないが,そ の ときP=0,g=ρrと な る。以 上か

ら,定 常均衡 で は

「=9=ρr

とな るが,そ れは ρ=1の 特殊 な場合 を除 いて,r=g=0を 意 味す る。 この ことがx一 定 と

両立 す るの はn=0の 場 合 だけで ある。Q.E,D.

以上 のように(6)式 の賃金関数の下では,両 部門の利潤率が等 しく一定 となる均衡は,人

口成長率がゼロの場合のみ存在 し,そ こでは成長率 も利潤率 もすべてゼロとなる。言い換え

ると,人 口が一定率で増大あるいは減少 している場合には長島モデルに定常均衡は存在 しな

い。では,そ のような経済で人ロが正の率で増大すると,ど のような運動が生 じるのだろう

か。

6長 島モデルの数値例

長 島(2005)は 数 値計算 で人 口成長率 の増 大(減 少)が 利潤率 を低下(上 昇)さ せ る場 合

を 示 した 。 そ こ で 用 い られ た パ ラ メ ー タ はai=2,a2=3,β,・=1 .5,β2=2,ρ=0.1,a=・10,

Ws=15,θs=0.9で あ る。 い ま,初 期 値 を1>o=400と して,他 の変 数 の初 期値 につ いて は

n=0の と き に雇用 率 が θsで 定 常 均 衡 とな る よ う に初 期 値 を 与 え る。 す な わ ち,r・ ・O,
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qi=・1。5,q2=1.16667,λ=1,w=15,X】=205.7,X2=308.6,M9=.M9=2314.3,Kl=Kl=102.9

である。n=0の とき,も ちろんゼロ利潤の定常均衡は継続することが確かめ られる。この

均衡はp・・O.1,a・・10と いうパラメータに対 して,均 衡近傍で安定的である。例えば,両 部

門の投資額が共に第1期 に10%均 衡値から上方に乖離 したとすると,循 環運動を伴いながら,

利潤率,成 長率はやがてゼロとなる定常均衡に収束することが示せる。では,人 口成長率が

正の率で増大 した場合はどうか。いま,n=O.05の 場合で両部門の利潤率,累 積利潤額総計

の経路を示すと図2の ようになる。

両部門の利潤率は循環運動を しながら,や がてゼロに収束する。そのとき成長率もゼロに

収束 し単純再生産となる。n>0で あるにも関わらず利潤率はゼロに収束するという結果は,

数値計算ではあるが,パ ラメータρとαが余 り大き くない条件の下ではパラメータの値を

変えても確認 される。従 って,人 口成長率の増大は利潤率を上昇 させるという置塩の結果は

適合的期待による賃金決定のモデルでは否定される。 これが長島(2005)が 示 したシミュレ

ーションの結果である。

このような結果が生 じる理 由はなんだろうか。賃金決定のあり方が両モデルの相違である

から,賃 金と雇用率の動きを見よう。それが図3で ある。

人 口が継続的に増大する競争経済では,雇 用率はゼロに向か って継続的に低下 し,そ れに伴

って賃金率 も低下するが,ゼ ロではな く正の一定値(こ のモデルでは ω=6)に 収束 してい

る。このように,人 口が一定率で成長する場合 も,利 潤率がゼロの定常均衡に収束するが,

その理由は次のように考え られる。 このモデルで,正 の人口成長率が経済に影響する経路は

労働供給の増大である。労働供給の増大は賃金率を引き下げる。そこで,賃 金率の低下に下

限が無いと考えた場合,長 期的に利潤率を引き上げる効果を持つというのが置塩の結果であ

った。これに対 して(6)式 では,賃 金率の低下に下限がある。その結果,そ の下限に張 り付

いた状態でいわば固定賃金経済となり,固 定賃金の下で利潤率格差を解消する資本の運動が

生 じることになる。時間が十分経過すると事実上(6)式 が他の式か ら分離 して,雇 用率の変

化が他の経済変数に反作用を及ぼさない。言い換えると,n>0の 長島モデルは雇用率がゼ

ロになることによって利潤率ゼロの定常均衡に収束する性質を持 っている。 このモデルが示

す経路は雇用を維持できないという意味で も,利 潤率がゼロに収束するという意味でも,資

本制存続の条件を充たさない。

また,長 島モデルでは,人 口成長率の上昇がゼロ利潤への収束をもたらすにして も,人 口

増加率の大小と収束性の大小 とは単調な関係にはないことを示せる。それを見るために,第
3)

6項 冒頭と同 じパ ラメータの下で,両 部門の利潤率がゼ ロに収束するまでの期間をとり,そ

の時点での累積利潤額を示 したのが表1で ある。

人 口成長率が1%か ら4%ま では,人 口成長率が上昇す るとゼロ利潤への収束は早まるが,
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累積利潤は増大 している。人口成長率がそれを上回ると,逆 にゼロ利潤への収束は長引き,

累積利潤は減少 している。 この非対照的な振 る舞いはモデルの非線形性に依存 している。

7賃 金関数の修正

前項で,雇 用率が低下す るとき,賃 金率の下落に下限があるか否かが結果に関わっている
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ことを述べた。 この想定を変えれは利潤率の連勤はどうなるだろうか。

適合的期待の賃金決定式(6)は,労 働市場の需給が名目賃金率に影響する点では現実的だ

が,雇 用率がどのように大きく低下 しても,一 定の名 目賃金率 ωsを基準にそれを下回 り得

ない下限が存在するという仮定 は競争市場の想定としては問題がある。 もし仮に,労 働市場

の需給状況が,一 定率 の賃金率 ωsに対 してではな く,前 期の賃金率を基準 に今期の賃金決

定に作用すると考えるとどうか。すなわち,次 のような場合である。

Wt=Wt-1[1+α(τLθs)](31)
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表1

π ゼロ利潤期 累積利潤

0.01 451 10154

0.02 278 10449

0.03 206 10503

0.04 182 10546

0.05 194 10524

0.06 197 10484

0.07 198 10443

0.08 200 10399

0.09 201 10357

0.10 202 10314

雇用率が 自然失業率に対応する値の場合は今期 と同 じ賃金率 とな り,自 然失業率を上 回る

(下回 る)場 合はそれ以上(以 下)と なる。(6)式 を(31)に 替えた場合,定 常均衡は人 口成

長率の大きさに関わりな く存在 し,次 のようになる。

・一・-n勘 一(守(32)

4)
人口成長率を2%と した場合のシミュレーション結果を図4に 示す。利潤率は人口成長率 に

収束 し,置 塩モデルと同様に,人 口成長率の低下 は均等利潤率を引き下げ,図5の ように雇

用率 も一定の正の値に近づき収束経路は持続性を満たしている。
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8お わ り に

最後にい くつかのコメン トを述べてまとめ としたい。 まず,長 島(2005)(2006)は 景気

循環に関する本格的な研究書であるが,本 稿はその中から人口と利潤率の関係に限定 した一

部分だけを取 り上げたに過ぎない。本稿が検討対象 とした理論シ ミュレーションにしても,

そこでの氏の主要なメッセージは,資 本制経済の存続にとって,絶 えざる技術進歩や投資の

利潤率反応係数が重要であることを指摘す る点にある。その意味で,本 稿は長島氏の景気循

環論全体を対象 としたものではな く,そ れから触発 された一つの研究ノー トに過ぎないこと

を断っておく。

本稿が検討 した問題は次の問いである。仮に技術進歩がな く,投 資行動 もそれほど強 くな

い経済では,人 口成長率の増加率の大小は長期的な利潤率 にいかなる影響を与えるのか。 こ

の問題に長島モデルはゼロ利潤への収束をシミュレーションで示 した。本稿の検討結果は次

のようである。第1に,長 島モデルでは利潤率が等 しく一定 となる定常均衡は人口成長率が

ゼロの場合に限 られ る,第2に,人 口成長率が正の場合では長島モデルに定常均衡は存在 し

ないが,も し雇用率の変化が一定の基準賃金を軸 にして賃金 に影響する場合には利潤率は長

期的にゼロとなるが,一 定 の基準賃金ではなく各時点の賃金率(あ るいは物価)を 軸に雇用

率が賃金率に影響する場合には,利 潤率は人口成長率に等 しい水準に収束する。この意味で,

労働市場 と賃金決定の関係の仕方は経済循環の傾向的運動に大 きく作用する。ゼロ利潤,ゼ

ロ成長,ゼ ロ雇用は資本制経済の崩壊を意味す る。従って,も し賃金が一定の基準賃金を軸

に変化するな らば,資 本制の存続にとって技術進歩や独立需要あるいは強蓄積が死活的に重

要であるということになる。
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以上のような長島モデルから導かれる結論 に異論はないが,人 口成長の役割については疑

問がある。周知のように資本制経済では様々な不均衡が不可避的に生 じるが,仮 に労働市場,

財市場,資 本市場の不均衡がすべて解消 したとして,資 本制がどのような運動経路をたどる

のかを示 したのが新古典派成長理論であると解釈できる。すなわち,失 業や有効需要の問題,

設備稼働率の過大 ・過少といった難問が首尾 よく解決 されたとして,資 本制経済は果た して

正の率で成長 し,正 の利潤率を維持できるのだろうかという問題である。彼 らの答えは是で

ある。経済は長期的に人口成長率と技術進歩率の和に等 しい率で成長するか ら,こ の意味で

資本制 は長期的に持続可能である。従 って,有 効需要等の諸問題が解消 したとして残 る問題

は,正 の率の人 口成長率 と技術進歩率の維持 ・確保だということになる。 この意味で,正 の

人 口成長率は資本制の維持存続機能を持つ。

資本制存続にとって人口成長率を,新 古典派のように,プ ラス効果と見るのか,そ れとも

長島モデルのように人口成長があっても利潤はゼ ロになるという意味で無関係 と見 るのか。

私見では,新 古典派 の前者の解釈は重要である。そう解釈することによって人 口減少という

新 しい事態の持つ特別の重要性が明 らかになるし,農 村か ら都市への人口流入 という近代経

済発展を支えた要因,途 上国か らの外国人移民の増大 という現代の問題を理解する鍵も与え

られると考えるからである。 もちろん,生 産 と需要,資 本と労働が歩調を合わせて成長する

均衡成長を資本制経済の変動基軸に据えることと,現 実の経済がその経路上を矛盾な くた ど

ると考えることとは全 く別である。失業,有 効需要,設 備稼働率など主として商品の実現に

関わる問題がそれほど簡単に解消できるとは考え られないか らである。また賃金決定のあり

方が資本制経済の長期的持続性 に関わるにして も,賃 金決定の適切性は理論だけでな く実証

的に明らかにされるべき性質の問題であることは言 うまでもない。

注

*本 稿 の 草 稿 に対 して 長 島 誠 一 教 授 か ら貴 重 な コ メ ン トを い た だ い た こ と に感 謝 しま す
。

1)こ の 問 題 に 関 す る優 れ た サ ー ベ イ と して 森 岡(2004)が あ る。

2)変 化 率 の 定 義 は,例 え ばP,の 場 合,倉=Pf/Pl-L1で あ る。

3)rfとrSが 共 に 有 効 桁 数 小 数 点 下3桁 ま で ゼ ロ と な る ま で の 期 間 を 取 る 。

4)パ ラ メ ー タ は

ai=2,a2==3,β1=1.5,β2=2,ρ==O.2,n=O.02,a=O.05,ωs==15 ,θs=0.9

初 期 値 は

ω=ws,2V=400,P,==wβ,/(α1-1),P2=(P,+ω β2)/a2 ,K,=θsハT/(β1+β2(α1-1)),

K2=K,(a1-1),Xi==a1Ki,X2=a2K2,L,・=β,K,,L2=β2Kz,M,=P,K,×1 .1,M2=・P,K,×Ll

で あ る。
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